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第 1 意見の要旨 
本意見書の結論は、以下のとおりである。 

（１） 国際司法裁判所（以下、ＩＣＪ）の勧告的意見は、判決のような法的拘束力を

有しないが、「法的拘束力を有しない」ことと「法的意義を有しない」こととは、

明確に区別されるべき別個の問題である。気候変動に関する国家の義務についての

ＩＣＪ勧告的意見（以下、ＩＣＪ勧告的意見）は、新たな義務を創設したものでは

なく、条約及び慣習国際法上既に存在する義務の内容――気候系等の保護に関する

国家の義務が一般国際法上存在すること等――を、国連の主要な司法機関（国連憲

章９２条）であり、国際法全般に管轄を有する唯一の常設国際裁判所であるＩＣＪ

が、１５名の裁判官全員一致で確認したものである。したがって、被告らのいわゆ

る「単なる意見」論（後述第２・５）は、ＩＣＪの勧告的意見の法的性質に関する

国際法学の確立した理解と整合しない。 

（２） ＩＣＪ勧告的意見が確認した義務の相当部分は慣習国際法上の義務であり、慣

習国際法は、確立した判例・学説上、日本国憲法９８条２項を通じて国内的効力を

有する日本法秩序の一部である。したがって、ＩＣＪ勧告的意見で述べられた内容

はそのまま日本法に基づく法律関係に通用するものでないとする被告神戸製鋼所の

主張は、日本法秩序と国際法の関係についての確立した理解と整合しない。 

（３） 原告らの主張の法的構成は、ＩＣＪ勧告的意見が被告ら私企業を「直接」拘束

すると主張するものとは解されない。国際規範が国内私法上の一般条項（民法７０

９条の注意義務・違法性、同９０条の公序良俗等）の解釈を通じて私人間の法律関

係に間接的に作用するという法理（いわゆる間接適用・間接的水平効果）は、日本

を含む主要法域において広く承認された解釈手法であり、オランダ・シェル事件控

訴審判決（２０２４年）をはじめとする諸外国の裁判実行とも整合する。被告らの

反論は、原告らが主張していない「直接適用」を批判するものであって、争点を捉

えたものではない。 

（４） ＩＣＪが気候系等の保護に関する義務に erga omnes（対世的）性質を認めたこ

との法的意義は、当該義務が保護する利益が国際社会全体の共通利益であり、その

規範的重みが最高度のものであることの確認にある。この点は、国内裁判所が民法

７０９条の注意義務の内容及び被侵害利益の要保護性を判断するに際し、考慮され

るべき要素である。 

（５） ＩＣＪ勧告的意見は、私人の行為を国際法の射程外に置いたものではない。む

しろ同意見は、化石燃料の生産・消費・探査許可・補助金交付を含む活動を義務の
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対象範囲に明示的に含め（パラグラフ４２７）、国家が管轄下の私的主体の排出を

制限するための規制的・立法的措置を怠ることが国際違法行為を構成し得ること

（パラグラフ４２８）を明確にした。すなわち、大規模排出事業者による化石燃料

の生産・消費に伴う排出は、国際法が国家に規制を要求する活動類型に含まれるも

のであり、かかる規制準則は、国内法上の注意義務の内容を確定する際の重要な参

照基準となる。 

（６） ＩＣＪ勧告的意見は、国際海洋法裁判所（ＩＴＬＯＳ）気候変動勧告的意見

（２０２４年５月２１日、事件番号３１）及び米州人権裁判所勧告的意見ＯＣ−３

２/２５（２０２５年５月２９日付、同年７月３日公表）と、義務の内容、注意義

務の水準が厳格であること（stringent due diligence）及び１．５℃目標の位置づけ

において軌を一にしており、三つの国際裁判所の勧告的意見によって示された法認

識は、現行国際法の内容に関する解釈の不確実性を大幅に減少させている。現に、

ＩＣＪ勧告的意見を解釈の指針として明示的に援用し、国家の義務の内容を確定す

る諸国の国内裁判例も現れている（後述第２・３）。 

 

第 2 ＩＣＪ勧告的意見の法的性質――「法的拘束力がないこと」の正確な意

味 

１ 勧告的意見の制度的位置づけ 

ＩＣＪの勧告的意見は、国連憲章９６条及びＩＣＪ規程６５条に基づき、国連総会等の要

請に応じて法律問題について与えられる意見である。国連憲章及びＩＣＪ規程は、判決につ

いては、当事国の遵守義務（憲章９４条１項）及び当事者間における拘束力（規程５９条）

を明文で規定する一方、勧告的意見（憲章９６条、規程６５条ないし６８条）についてはそ

の効力に関する規定を置いていない。すなわち、勧告的意見に「法的拘束力がない」と積極

的に規定した条文は存在しない。勧告的意見が判決のような法的拘束力を有しないとされ

るのは、かかる明文規定の不存在に加え、勧告手続には当事者及び紛争が存在せず、既判力

（res judicata）が観念できないという手続構造に由来する解釈上の帰結であり、ＩＣＪ自身

も平和条約解釈事件勧告的意見（第一段階、１９５０年３月３０日、I.C.J. Reports 1950, p. 

65）においてこれを確認している。なお、条約が勧告的意見に決定的（decisive）効力を付与

することは可能であり（国際連合の特権及び免除に関する条約（１９４６年）８条３０項、

これに基づくクマラスワミ事件勧告的意見（１９９９年）参照。同意見パラグラフ２５は、

かかる特別の効果が、裁判所の機能を規律する憲章及び規程の外にある別個の合意に由来

することを明示する）、法的拘束力の不存在は勧告的意見の本質的属性ではない。 
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以上の構造から明らかなとおり、「法的拘束力の不存在」は、勧告的意見における法の判

断の内容的価値を減殺する趣旨の評価ではなく、勧告的意見手続には履行を強制すべき当

事者が存在しないことの構造上の反射にすぎない。したがって、そこから導かれる帰結は、

勧告的意見という判断形式が新たな義務を創設したり、特定の名宛人に履行を命じたりす

るものではない、ということに尽きる。勧告的意見の中で確認された法（既存の条約義務及

び慣習国際法）は、勧告的意見の存在とは独立に、それ自体の効力根拠に基づいて関係主体

を拘束し続けており、勧告的意見に法的拘束力がないからといって、その中で確認された既

存の法までもが拘束力を失うわけではないことは、論理的に自明である。また、勧告的意見

における司法的判断が判決と同一の厳密さをもってなされることは、後述３のとおり国際

裁判実務においても確認されている。 

 

２ 勧告的意見は既存の国際法の権威的確認であること 

ＩＣＪ勧告的意見は、本勧告的意見が新たな法を定立するものではなく、既存の国際法

（気候変動枠組条約、パリ協定、国連海洋法条約、慣習国際法上の重大な越境損害防止義務

及び環境保護に関する注意義務、国際人権法等）の内容を確認・明確化するものであること

を繰り返し述べている。すなわち、同意見が示した国家の義務は、勧告的意見によって「創

設」されたのではなく、勧告的意見以前から存在していた法の内容が、国連の主要な司法機

関であるＩＣＪにより、しかも１５名の裁判官全員一致で確認されたものである。 

国際法学において、裁判上の判決は、ＩＣＪ規程３８条１項(d)により「法則決定の補助

手段」と位置づけられ、とりわけＩＣＪの判断は、慣習国際法の存在及び内容の認定に当た

り特に重視されてきた。そして、かかる補助手段としての機能において、判決と勧告的意見

とを区別する理由はない。勧告的意見における法の判断は、判決と同一の司法的厳密さをも

ってなされるものであり（後述３）、実際に、核兵器の威嚇又は使用の合法性に関する勧告

的意見（１９９６年）パラグラフ２９が確認した、国家がその管轄・管理下の活動につき他

国及び国家管轄権の及ばない区域の環境を尊重することを確保すべき一般的義務が環境に

関する国際法の法体系の一部を成すとの判断は、その後、ガブチコボ・ナジュマロシュ計画

事件（１９９７年。判決パラグラフ５３）及びパルプ工場事件（２０１０年。判決パラグラ

フ１０１）の各判決において、現に妥当する国際法の内容を示すものとして援用された。ま

た、ジェノサイド条約に対する留保勧告的意見（１９５１年）が示した留保の許容性に関す

る法理は、後に条約法に関するウィーン条約（１９６９年）１９条以下の留保制度、とりわ

け同条(c)の両立性基準として法典化されるに至っている。勧告的意見が、判決と同様に権威

的なものとして扱われ、その時点における国際法の確認として、また時にはその後の法典化

の基礎として機能してきたことは、これらの実例の示すとおりである。国際法委員会（ＩＬ
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Ｃ）「慣習国際法の同定に関する結論」（２０１８年、国連総会決議７３／２０３により留

意）の結論１３は、その本文において、慣習国際法の規則の存在及び内容の決定の補助手段

となる裁判所の判断として「特に国際司法裁判所のもの（in particular of the International Court 

of Justice）」とＩＣＪのみを名指ししており、結論１３がＩＣＪを明示的に名指しすること

について、そのコメンタリーは、ＩＣＪが国連の主要な司法機関であり、その規程が国連憲

章の不可分の一体を成し（国連憲章９２条）、その裁判官が国連総会及び安全保障理事会に

より選出されることに触れたうえで、この明示的言及が、ＩＣＪの判例の意義と、国際法全

般に管轄を有する唯一の常設国際裁判所としての特別の地位の承認によるものであると説

明している（Ａ／７３／１０、結論１３コメンタリー(4)）。国連の全加盟国が当然にＩＣＪ

規程の当事国となること（国連憲章９３条１項）も、かかる位置づけを裏づける制度的事実

である。そして、ＩＬＣの上記結論においても、補助手段となる裁判所の判断につき、判決

と勧告的意見の間に差異は設けられておらず、そのコメンタリーは、結論１３にいう「判断

（decisions）」が判決及び勧告的意見を含むことを明記している（同コメンタリー(5)）。 

 

３ 国際裁判所及び各国裁判所における勧告的意見の取扱い 

勧告的意見が「法的拘束力はないが権威的な法の確認」として機能してきたことは、国際

裁判所自身の実行によって裏付けられる。ＩＴＬＯＳ特別裁判部は、モーリシャス／モルデ

ィブ海洋境界画定事件（事件番号２８）先決的抗弁判決（２０２１年１月２８日）パラグラ

フ２０２ないし２０５において、ＩＣＪのチャゴス勧告的意見（２０１９年）に関し、勧告

的意見の拘束力の有無（binding character）とその権威的性質（authoritative nature）とは区別

されるべきであるとしたうえで（パラグラフ２０３）、勧告的意見においてなされる司法的

判断（judicial determinations）は、国連の主要な司法機関により判決におけるのと同一の厳密

さと精査をもってなされるものである以上、その重みと権威において判決における判断に

劣るものではない旨を明示的に判示した（パラグラフ２０５）。すなわち、国際裁判実務に

おいては、「法的拘束力の不存在」と「法的効果・権威の存在」が両立することが、既に司

法判断のレベルで確認されているのである。 

また、ナミビア勧告的意見（１９７１年）、チャゴス勧告的意見（２０１９年）等の重要

な勧告的意見は、その後の国家実行、国連諸機関の決議、諸国の裁判所の判決及び学説にお

いて、当該法分野における法の権威的表明として一貫して参照されてきた。例えば、チャゴ

ス勧告的意見の判断は、国連総会決議７３／２９５による承認、前述のＩＴＬＯＳ特別裁判

部判決における権威的判断としての取扱い、及び英国とモーリシャスとの間のチャゴス諸

島の主権の移転に関する条約の締結（２０２５年署名）に至る国家実行によって受容されて

いる。今回のＩＣＪ勧告的意見についても、公表から間もない時期から、諸国の国内裁判手
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続において勧告的意見公表時点の国際法の内容を示すものとして援用される実行が始まっ

ている。とりわけ、ハーグ地方裁判所２０２６年１月２８日判決（グリーンピース・オラン

ダ及びボネール島住民ら対オランダ国〔ボネール島気候訴訟〕、ECLI:NL:RBDHA:2026:1344

〔英語訳：ECLI:NL:RBDHA:2026:1347〕）は、ＩＣＪ勧告的意見を権威的な解釈の指針とし

て明示的に援用し（同判決パラグラフ５．２６参照）、国家の緩和・適応義務が相当の注意

に基づく行為義務と一定の結果義務の双方を含むこと、及び、単に形式として気候変動に関

する政策を採用するだけでは義務の履行として足りず、要求される目標を現に達成し得る

実効的な措置を講じることが求められることを明確化する基準として用いるとともに、米

州人権裁判所勧告的意見をも参照して、オランダ国に対し、温室効果ガス排出削減目標の法

律への組み込み及びボネール島の包括的な気候適応計画の策定・実施を命じた。また同判決

は、いわゆる Urgenda 判決（後述第４・３）及び KlimaSeniorinnen 判決を参照しつつ、国際

的な気候レジームにおいては各国が他の主体の行動如何にかかわらず自らの責任を負うこ

とを再確認し、さらに、国内における行政権限の配分を理由として人権保護義務を免れるこ

とはできず、国は気候変動対策の全体について最終的な責任（ultimate responsibility）を負う

と判示している。同判決に対しては、２０２６年４月にオランダ政府が控訴する方針を表明

し、控訴審に係属中である。もっとも、同判決には仮執行宣言が付されており、控訴にかか

わらずその効力は維持され、オランダ政府自身も、控訴の表明と同時に、判決に沿って気候

政策の強化を進める旨を公表している。したがって、控訴審係属の事実は、同判決が、ＩＣ

Ｊ勧告的意見が国内裁判所において現に妥当する国際法の内容を確定するための権威的な

参照基準として機能し始めていることを示す実例であるとの評価を左右するものではない。 

 

４ 国連総会決議による承認と国家実行 

本勧告的意見の要請決議（Ａ／ＲＥＳ／７７／２７６、２０２３年３月２９日）は、日本

を含む１３２か国の共同提案によりコンセンサス（無投票）で採択されたものであり、同手

続には、９１件の書面陳述が提出され、９６か国及び１１の国際機関が口頭陳述を行ってお

り、これはＩＣＪ及びその前身である常設国際司法裁判所の歴史を通じて最多の参加であ

る。日本国政府も、書面陳述の提出及び口頭陳述への参加を通じてこの手続に関与した。そ

して、勧告的意見の公表後の２０２６年５月２０日、国連総会は、同意見を歓迎する決議（決

議案Ａ／８０／Ｌ．６５）を、日本を含む１４１か国の賛成（反対８、棄権２８）により採

択した。同決議は、ＩＣＪ勧告的意見を既存の国際法の明確化に対する権威ある貢献と位置

づけ、すべての国連加盟国に対し、同意見において特定された国際法上の義務の遵守を要請

するものである。同決議の圧倒的多数による採択は、国際社会が本勧告的意見を現行国際法

の権威的確認として受け止めていることを示す国家実行である。とりわけ、日本国政府は、
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同決議の採択に際する投票理由説明（ＥＯＶ）において、ＩＣＪの勧告的意見が「国際法の

規則及び諸原則の明確化に資するものであり、法の支配の強化に貢献する」（serves to clarify 

the rules and principles of international law and contributes to the strengthening of the rule of law。

同説明の原文は英語であり、日本語訳は作成者による。）こと、並びに日本がＩＣＪの活動

を最も重視し本勧告的意見の手続に積極的に参加してきたことを、賛成票を投じた理由と

して明示的に述べている（国際連合日本政府代表部「『気候変動に係る国家の義務に関する

国際司法裁判所勧告的意見』に関する国連総会決議採択に際する前田書記官による投票理

由 説 明 （ Ｅ Ｏ Ｖ ） 」 （ ２ ０ ２ ６ 年 ５ 月 ２ ０ 日 ） 〈 https://www.un.emb-

japan.go.jp/itpr_ja/maeda060426.html〉〔同代表部ウェブサイトの掲載日付は令和８年６月４

日〕）。すなわち、日本国政府自身が、本勧告的意見の機能を既存の国際法の明確化として

公式に性格づけているのであり、これは本項までに述べた勧告的意見の法的性質の理解—

—新たな義務の創設ではなく、既存の法の権威的確認——と一致するものである。なお、同

投票理由説明は、勧告的意見がそれ自体としては法的拘束力を有しないことを指摘すると

ともに、決議の一部の文言が勧告的意見の内容を正確に反映していないことへの懸念を表

明している。しかし、前者は前述１で述べた勧告的意見の法的性質の正確な確認にほかなら

ず、後者は、決議文言が勧告的意見の判断（同説明はパラグラフ１５０及び２２６を具体的

に摘示する。）を正確に反映すべきことを求めるものである。いずれの点も、本勧告的意見

が既存の国際法の権威的確認であるとの理解を揺るがすものではない。 

 

５ 被告らの「単なる意見」論に対する所見 

以上によれば、被告神戸製鋼所が「ＩＣＪの『意見』に過ぎない」（同準備書面(5)第３・

２）とし、被告ＪＥＲＡが「いかなる主体のいかなる法的義務を発生させる根拠にもなり得

ない」（同準備書面(4)第２・２(1)）とする評価は、いずれも「法的拘束力の不存在」から

「法的意義の不存在」を導く点で、区別されるべき別個の問題を混同したものである。正確

には、①勧告的意見それ自体は義務を創設しない（この限りで被告らは正しい）、しかし、

②勧告的意見が確認した条約上及び慣習国際法上の義務は既存の法として日本を拘束して

おり、③その内容に関するＩＣＪの判断は、前述２及び３で述べた制度的地位と司法的厳密

性のゆえに、当該法の解釈として高度の権威を有する（ＩＣＪがその設立から本勧告的意見

までの約８０年間に公表した２９件の勧告的意見のうち、裁判官全員一致によるものは本

件を含め５件にとどまることも、その重みを一層加える事情である。）、と整理されるべき

である。国際法の見地からみれば、検討されるべき問題は、上記②③の既存の法及びその権

威的解釈が、日本の民事法秩序における注意義務の内容確定との関係でいかなる意義を有

するかという点であって（後述第４）、勧告的意見の法的拘束力の有無そのものではない。 

https://www.un.emb-
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第３ 慣習国際法の日本法秩序における地位 
被告神戸製鋼所は、「ＩＣＪ勧告的意見で述べられた内容は、そのまま日本法に基づく法

律関係に通用するものでない」と主張する（同準備書面(5)第３・３）。しかし、この主張は、

慣習国際法と日本法秩序の関係に関する確立した理解と整合しない。 

日本国憲法９８条２項は「日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、これを誠実

に遵守することを必要とする」と定める。同項の下で、確立された国際法規すなわち慣習国

際法は、特段の国内立法措置（変型）を要することなく国内的効力を有すると解するのが通

説である。裁判実務においても、たとえば、最高裁平成１８年７月２１日判決（民集６０巻

６号２５４２頁）は、外国国家の民事裁判権免除に関し、いわゆる絶対免除主義から制限免

除主義への慣習国際法の変化を自ら認定したうえ、これを裁判の基準として適用しており、

慣習国際法が日本の裁判所において法として認定・適用されることは、現に確立した実務で

ある。すなわち、慣習国際法は日本法秩序の一部であり、「国際法だから日本法に基づく法

律関係に通用しない」という二分論は、日本の法秩序の下では成り立たない。 

ＩＣＪ勧告的意見が確認した義務のうち、重大な（越境）環境損害の防止義務及びそれに

伴う相当の注意（due diligence）義務は、コルフ海峡事件判決（１９４９年）、核兵器勧告

的意見（１９９６年）及びパルプ工場事件判決（２０１０年）等を通じて確立してきた慣習

国際法である。ＩＣＪ勧告的意見は、この慣習法上の防止義務が人為的温室効果ガス排出に

よる気候系への重大な損害に適用されること、及びその際に要求される注意義務の水準が

厳格（stringent）なものであることを確認した（パラグラフ１３８及び２７３）。したがっ

て、当該義務は、憲法９８条２項を介して日本の国内法秩序内に既に存在する規範であり、

国内裁判所がその解釈・適用に際してＩＣＪの権威的確認を参照することは、法秩序の統一

的理解の見地からむしろ当然に要請される。 

なお、国際法規範が国内的効力を有すること（国内法秩序の一部を成すこと）と、当該規

範がそれ自体として国内裁判所の裁判規範となり得ること（直接適用可能性）とは、講学上

区別され、後者は規範内容の明確性・完全性等に応じて個別に判断される。もっとも、後述

第４で述べるとおり、原告らの主張の法的構成は、慣習国際法上の義務それ自体を請求の直

接の根拠とするものではなく、民法７０９条の解釈における考慮要素とするものであるか

ら、その成否にとって必要なのは国内的効力の存在であって、直接適用可能性の有無はこれ

を左右しない。同様に、慣習国際法の名宛人が第一次的には国家であることも、当該規範が

私人間の法律関係の解釈に対して無関係であることを意味しない。これらの点は次項で詳

述する。 
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第４ 国際規範の私人間法律関係への間接的作用（間接適用の法理） 

１ 原告らの主張の法的構成の正確な理解――「直接適用」批判は争点を捉えたものでな

いこと 

被告らの反論の中核は、「ＩＣＪ勧告的意見は国家の義務を述べたものであり、私人たる

被告らを直接拘束しない」という点にある（被告神戸製鋼所準備書面(5)第３・２、第４・１、

被告ＪＥＲＡ準備書面(4)第２・２(2)）。しかし、作成者の理解する限り、原告らの主張の

法的構成は、ＩＣＪ勧告的意見ないし国際法が被告らに国際法上の義務を「直接」課すると

いうものではなく、民法７０９条の注意義務及び違法性の解釈という日本法上の枠組みの

中で、国際法上確認された規範内容を考慮要素として取り込む、というものである（訴状第

６・３「国際公序に基づく大規模排出企業の排出削減が法的義務であること」、原告ら第８

準備書面第４・１(1)「水平効果から、民法７０９条の解釈に取り込まれる」）。 

この構成は、国際規範ないし憲法上の価値が私法上の一般条項（公序良俗、信義則、不法

行為の違法性・注意義務等）の解釈を通じて私人間関係に作用するという、いわゆる間接適

用（間接的水平効果）の法理であり、日本の判例法理（最大判昭和４８年１２月１２日民集

２７巻１１号１５３６頁〔三菱樹脂事件〕以来の枠組み）とも整合する、確立した解釈手法

である。したがって、「直接拘束しない」ことを論証する被告らの主張は、原告らが採用し

ていない法律構成を批判するものであって、本件の争点――国際法上確認された規範内容

が、民法７０９条の注意義務の内容確定に際して考慮されるべきか、されるとしてどの程度

か――に対する応答となっていない。 

 

２ 民法７０９条の注意義務の内容確定における国際規範の考慮 

不法行為法上の注意義務ないし違法性の判断が、法令のみによってなされるものではな

く、行為当時の科学的知見等を踏まえて規範的に行われること、また、行政上の基準の遵守

が直ちに注意義務を尽くしたことを意味するものではないことは、公害・環境訴訟をはじめ

とする判例の蓄積が示すところである（行為当時の最高の知見に基づく調査・予見義務につ

き、熊本地裁昭和４８年３月２０日判決〔熊本水俣病第一次訴訟〕判例時報６９６号１５頁

参照）。そして、注意義務の内容が社会通念に照らして規範的に確定されるものである以上、

この判断枠組みは、考慮され得る知見や行為準則の範囲を、国内的な淵源を持つものにあら

かじめ限定するものではない。国際的な淵源を持つ規範や準則がこの枠組みの中で現に考

慮され得ることは、後述３の裁判実行、及び後述第７で述べる国連ビジネスと人権指導原則

の国内における受け入れの示すとおりである。予見可能性及び結果回避義務の内容は、行為
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者の属性（本件では、日本を代表する大規模排出事業者であること）、被侵害利益の性質・

重大性（生命・身体・健康）、及び当該時点で利用可能な最良の科学的知見に照らして確定

される。 

この判断枠組みにおいて、ＩＣＪ勧告的意見は少なくとも次の四点で直接に関連する。第

一に、同意見は、ＩＰＣＣの諸報告書が気候変動の原因・性質・影響に関する「利用可能な

最良の科学」を構成することを前提に、主としてこれに依拠する旨を明らかにした上、国家

の注意義務の履行が利用可能な最良の科学及び予防的アプローチに即してなされるべきこ

とを確認した（パラグラフ７４、１３６及び２５４参照）。すなわち、ＩＰＣＣの科学的知

見は、それ自体が規範であるわけではないが、注意義務の内容を確定する際に依拠すべき基

準として法的意義を認められたのであり、気候変動に関する予見可能性を基礎づける知見

としての地位がＩＣＪによって確認されたものといえる。この点に関し、近時の論考には、

ＩＰＣＣにより気候変動の人為的原因が「疑いを容れない」とされている今日、気候変動は

もはや科学的不確実性を前提とする予防原則の局面ではなく、確実に予見される損害の未

然防止の局面の問題であると指摘するものがある（大塚直「新たな環境リスク問題と民事法

による対応――気候訴訟と環境デュー・ディリジェンス」早稲田法学９９巻３号（２０２４

年）１７７頁以下、１８８頁）。第二に、１．５℃目標の法的地位である。前提として、パ

リ協定は、日本が締結し国会の承認を経て公布された条約であり、憲法９８条２項の下で国

内的効力を有する日本法秩序の一部である（前述第３参照）。同協定２条１項(a)は、世界全

体の平均気温の上昇を工業化以前よりも摂氏２度高い水準を十分に下回るものに抑えるこ

と、及び摂氏１．５度高い水準までのものに制限するための努力を継続することを、同協定

の目的として定めている。ＩＣＪ勧告的意見は、同項の解釈として、１．５℃が締約国の合

意した主たる気温目標（primary temperature goal）であることを示した（パラグラフ２２４）。

あわせて同意見は、締約国が設定し 5 年ごとに提出する排出削減目標（国が決定する貢献。

ＮＤＣ）について、各締約国が完全に自由に設定し得るものではなく、１．５℃目標の達成

への十分な貢献を可能にするものでなければならないという質的要件が存在することを明

確化した（パラグラフ２４５及び２４９参照）。したがって、１．５℃という到達水準は、

単に国際的に望ましい目標であるにとどまらず、日本を拘束する条約上の目標の権威的解

釈として、排出削減の到達水準に関する規範的基準点を構成する。もとより、同協定の義務

の名宛人は締約国たる日本であって、同協定が被告らに削減義務を直接課するものではな

い（前述１で述べた原告らの構成の理解も、この点を前提とする。）。しかし、締約国たる

日本の法秩序の中で事業を行い、国内の排出量の相当部分を占める大規模排出事業者にと

って、自国が条約上追求すべき目標の水準は、その事業活動に社会通念上要求される行為水

準を確定する際の、無視し得ない規範的前提である。第三に、同意見は、要求される注意義
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務の水準が「厳格」であることを明示し、その理由を、気候変動の脅威の深刻さ、及び、温

暖化の進行の一増分ごとにリスクと悪影響が増大することを利用可能な最良の科学が示し

ていることに求めた（パラグラフ１３８、２４６及び２５４参照）。リスクの重大性に応じ

て注意義務の水準が加重されるというこの規範構造は、被侵害利益の重大性等に応じて結

果回避義務の程度を判断するわが国の不法行為法の判断構造とも親和的である。これらは、

被告らのような大規模排出事業者に社会通念上要求される行為水準を裁判所が確定する際

の、客観的かつ権威的な参照基準を提供するものである。第四に、同意見の判断の基底には、

気候変動問題の構造的特質に関する認識がある。すなわち、①排出された温室効果ガスが大

気中に累積することによって気温上昇とその影響が生じるという、累積的な因果構造（科学

的認定につきパラグラフ７９及び８０、その法的評価につきパラグラフ１３７、２７６及び

２７７参照）、②影響の多くが不可逆的であり、重大又は不可逆的な損害のおそれがある場

合には予防的アプローチが妥当すること（不可逆性につきパラグラフ１５６、予防的アプロ

ーチにつきパラグラフ１３６、１５８及び１８０参照）、並びに③現在世代は尊厳ある生存

条件を保全し将来世代に引き継ぐ任務を負う人類の受託者であるとの理解に立つ世代間衡

平の原則が、関連する規則の解釈の指針となること（パラグラフ１５５ないし１５７。なお

同意見は、世代間衡平がそれ自体として独立の義務を確立するものではなく、適用される条

約等の課する義務の枠内でその解釈を導くものであることも明確にしている（パラグラフ

１５７、１７８及び１８２）。）、である。これらの構造的特質は、民法７０９条の判断枠

組みにおいても無関係ではない。累積的因果構造は、個々の排出源の寄与を全体の因果連関

から切断して評価することの適否に関わり、不可逆性は、被侵害利益の重大性及び回復不可

能性に照らした結果回避義務の程度に関わり、世代間衡平は、若年者である原告らが主張す

る被侵害利益の時間的射程の評価に関わる考慮だからである。この最後の点、すなわち世代

間の負担配分の構造を法的判断の枠組みに翻訳した国外の先例として、ドイツ連邦憲法裁

判所のノイバウアー決定（第一法廷２０２１年３月２４日決定、1 BvR 2656/18ほか、BVerfGE 

157, 30）がある。同決定は、現時点における排出削減の先送りが、限られたカーボンバジェ

ット（気温上昇を一定の水準に抑える上で許容される温室効果ガスの累積排出量の上限）の

現在世代による費消を通じて、若年世代が将来、残されたより短い期間により大幅な削減を

強いられるという形での負担の転嫁をもたらし、その将来における自由の行使をほぼ全面

的に制約し得るという構造を捉え、基本権の保障は時間軸に沿った削減負担の比例的な配

分を要請するとして、立法者に将来の削減経路の具体化を命じた。すなわち同決定は、将来

世代の負担を新たな権利として構成したのではなく、負担転嫁の構造そのものが若年者の

将来の自由に対する現在の介入に類する効果を持つと構成したのであり、若年者を原告と

する本件において、被侵害利益の時間的射程を考慮することの法的な可能性を示すもので

ある。そして、この負担転嫁の構成は、一国内の判例にとどまらない。韓国憲法裁判所２０
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２４年８月２９日決定（２０２０憲マ３８９等（併合））は、炭素中立・グリーン成長基本

法８条１項が２０３１年から２０４９年までの削減目標につき何らの定量的水準も定めて

いないことについて、気候危機の危険状況に対応する保護措置としての最小限の性格を欠

き、将来世代に過重な負担を転嫁するものであるとして、裁判官全員一致で憲法不合致（違

憲性を認定しつつ、法的空白を避けるため改正期限までの間当該規定の効力を暫定的に維

持する決定形式）と判断し、国会に対し２０２６年２月２８日を期限として法改正を命じた。

同決定は、将来世代が気候変動の影響により大きく曝されるにもかかわらず現在の民主的

政治過程への参加が制約されていることを、中長期の削減目標について立法者が具体的な

義務と責任を果たすべきことの根拠として明示的に挙げており、負担転嫁の構成が東アジ

アの憲法裁判においても採用されたことを示すものである。欧州人権裁判所大法廷の

KlimaSeniorinnen 判決（後述３(3)）は、「世代間の負担共有（intergenerational burden-sharing）」

の概念の下（同判決パラグラフ４２０）、将来世代に不相応な負担が課されることを避ける

ための中間削減目標の設定を締約国の緩和義務の一環と位置づけ（同パラグラフ５４９）、

まさにその設定が適切になされていなかったことを欧州人権条約８条違反の根拠とした

（同パラグラフ５５８ないし５７４）。また、同判決は、気候変動の深刻な悪影響からの効

果的な保護を、生命・健康にとどまらずウェルビーイング（well-being）及び生活の質に及

ぶものとして欧州人権条約８条の保護範囲に位置づけており、気候変動が若年者の精神的

健康や生活の質に及ぼす影響は、新たな権利の創設を要せず、既存の権利の保護範囲の問題

として国際人権判例上把握され得ることを示している。さらに、日本が締約国である児童の

権利に関する条約についても、児童の権利委員会の一般的意見２６（２０２３年）が、国家

は、予防原則に十分な考慮を払いつつ、合理的に予見可能な環境損害及びそれによる権利侵

害から児童の権利を保護するための適当な防止措置をとる相当の注意義務を負うことを明

らかにしている（CRC/C/GC/26、パラグラフ６９）。一般的意見それ自体に法的拘束力はな

いが、日本を拘束する条約の実施機関による権威的解釈として、若年者の保護に関する規範

的環境を構成する。以上のような展開について、近時の論考には、世代間の衡平を基礎とす

る将来世代の利益保護が、温室効果ガス削減計画の中間目標の設定や予見可能な損害の防

止のための適切な措置といった具体的内容へと昇華し、人権条約上の義務に組み込まれつ

つあると総括するものがある（阿部紀恵「将来世代の利益保護をめぐる発想の国際法による

具体化」国際法外交雑誌１２５巻１号（２０２６年）２８頁以下、５５頁）。なお、この被

侵害利益の時間的射程は、抽象的な観念ではなく、科学的知見によって出生世代ごとに具体

化されている。ＩＰＣＣ第６次評価報告書統合報告書の図ＳＰＭ．１(ｃ)（下記図１）は、

１９５０年、１９８０年及び２０２０年に生まれた各世代がその生涯において経験する気

温上昇の水準を、将来の排出シナリオ別に対比して示すものであり、同図中には、現在及び

将来の世代がどの程度より高温で異なる世界を経験することになるかは、現在及び近い将
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来における選択に依存する旨が明記されている（邦訳及び解説として、国立環境研究所ＡＩ

Ｍプロジェクトチーム「ＩＰＣＣ ＡＲ６統合報告書ＳＰＭ日本語解説資料」〈https://www-

iam.nies.go.jp/aim/pdf/IPCC_AR6_SYR_SPM_231110.pdf〉参照）。すなわち、若年者である原

告らが主張する将来の権利利益の侵害は、不特定の将来に関する一般論ではなく、特定の出

生世代がその通常の生涯の中で現に経験することが科学的に予測される事態に関わるもの

であり、その事態の程度が現時点の排出に関する選択に依存することまでが、同報告書の示

すところである。 

 

図１ ＩＰＣＣ第６次評価報告書統合報告書・政策決定者向け要約 図ＳＰＭ．１(ｃ)（出

典：IPCC, Climate Change 2023: Synthesis Report, Summary for Policymakers, Figure SPM.1） 

 

３ 諸外国の裁判実行――国際規範を私人間の注意義務に反映させる手法 

国際規範を国内私法上の注意義務の解釈に反映させる手法は、オランダの裁判例を中

心に、既に現実の裁判実行となっている。 

（１） オランダ・ハーグ控訴裁判所は、Milieudefensie 対シェル事件控訴審判決（２０

２４年１１月１２日）において、シェル社がオランダ民法典６：１６２条の「不文

https://www-
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の社会的相当性の基準（unwritten standard of care）」に基づきＣＯ₂排出を削減する

義務を負うこと自体は明確に肯定した（同判決パラグラフ７．２６及び７．２

７）。控訴裁判所は、この不文の注意義務の内容を、欧州人権条約上の権利、パリ

協定の気温目標、国連ビジネスと人権指導原則（ＵＮＧＰ）等のソフトローを含む

国際規範に照らして具体化するという第一審（ハーグ地方裁判所２０２１年５月２

６日判決）の方法論を維持した（結論として特定の削減率〔４５％〕を命じること

は差し控えたが、削減義務の存在自体は認めた点が重要である）。これは、国際

法・国際準則が「私人を直接拘束しないこと」と「私法上の注意義務の内容を構成

すること」が矛盾なく両立することを示す、本件と構造を同じくする先例である。

なお、同控訴審判決に対しては原告側から上告がなされ、オランダ最高裁判所に係

属中である。学説上、削減義務自体を認めながら具体的な削減水準の設定を否定し

た点については、責任を認めたことの意義を失わせるものであり、最高裁の判断に

より正されるべきであるとする指摘もある（楢崎みどり「気候変動訴訟と『ビジネ

スと人権』」国際法外交雑誌１２４巻１号（２０２５年）４９頁以下、７７頁）。

同判決のうち具体的削減率に関する部分は、確定した判断ではない。 

（２） オランダ最高裁判所の Urgenda 判決（２０１９年１２月２０日）は、国家に対

する事案ではあるが、法的拘束力のない国際文書（国連気候変動枠組条約（ＵＮＦ

ＣＣＣ）締約国会議の諸決定等）や国際的な科学的知見（ＩＰＣＣの諸報告書）で

あっても、注意義務の内容を確定する際の「共通の基盤（common ground）」とし

て法解釈上考慮され得ることを明示した。 

（３） 欧州人権裁判所の KlimaSeniorinnen 対スイス判決（２０２４年４月９日）は、

締約国の気候変動対策の十全性を人権条約上の義務の観点から審査するに当たり、

パリ協定及びＩＰＣＣの諸報告書を中心とする科学的知見を解釈の基準として体系

的に組み込んだ。 

被告神戸製鋼所は、外国裁判例の参照を「各国の法制度の違い等を無視した、あまりにも

雑駁な議論」と評する（同準備書面(5)第４・１）。しかし、原告らの引用の趣旨は、外国判

決が日本の裁判所を拘束するというものではなく、開かれた規範（不法行為法上の注意義務

や人権条約上の権利）の解釈において国際的な科学的知見及び国際規範を考慮するという

方法論が、国内裁判所と国際裁判所において共通して採用されていることを示す点にある。

学説においても、オランダの裁判例における国際法を国内に受容する（incorporation）手法

は、日本で間接適用と呼ばれる、国際法を国内法規定の解釈基準とする手法に相当するとの

指摘がある（楢崎みどり「気候変動訴訟と『ビジネスと人権』」国際法外交雑誌１２４巻１

号（２０２５年）４９頁以下、５１頁）。日本の裁判所が公害法理の形成過程で諸外国の法
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理を参照してきた歴史に照らしても、かかる参照方法自体を「雑駁」として排除することは

適切ではない。 

 

４ 環境上の利益の要保護性の国際的承認と日本法秩序の制度的特徴 

本項では、原告らの主張する生命・身体・健康という被侵害利益の背後にある環境上の利

益について、その要保護性が、国際的に、また各国の国内法において、いかに広く承認され

ているかという事実、及び、その承認の制度的形式において日本法秩序が有する特徴を指摘

する。 

第一に、国連総会は、２０２２年７月２８日、決議７６／３００により、清潔で健康的か

つ持続可能な環境への権利を人権として認める旨を、賛成１６１、反対０、棄権８（日本は

賛成）で決議した。ＩＣＪ勧告的意見も、清潔で健康的かつ持続可能な環境が生命への権利、

健康への権利等の多くの人権の享受の前提であることを確認し、環境への権利がかかる人

権と環境保護の相互依存性から帰結されるとの解釈を示している（パラグラフ３７３及び

３９３）。そして、国内法のレベルでは、国連の環境と人権に関する特別報告者の報告書

（A/HRC/43/53、２０１９年１２月３０日、パラグラフ１０ないし１３及び附属書Ⅱ）によ

れば、同権利は既に２０１９年時点で１５０か国以上において法的に承認されており、その

内訳として、１１０か国が憲法上の保護を与え、１０１か国が国内法令に取り込み、１２６

か国が同権利を明文で定める地域条約を批准している。さらにその後も、たとえば、カナダ

が、２０２３年のカナダ環境保護法改正により、健康な環境への権利を法律上明文で承認す

るなど、憲法上の規定を持たない国においても法律レベルでの明文化が進んでいる。加えて、

児童については、児童の権利委員会の一般的意見２６（２０２３年）が、清潔で健康的かつ

持続可能な環境は児童の権利の広範な享受にとって必要なものであるとした上で、かかる

環境への子どもの権利は児童の権利に関する条約に内在するものであって、同条約が保障

する生命・生存・発達（６条）、到達可能な最高水準の健康（２４条）、相当な生活水準（２

７条）及び教育（２８条・２９条）の諸権利と直接に結びついている、との解釈を示してい

る（CRC/C/GC/26、パラグラフ８及び６３）。また同意見は、遊び及びレクリエーションが

児童の健康と福祉に不可欠であり、自然界と生物多様性を探索し経験する機会を与えるも

のであるとした上で（同パラグラフ５９）、不安全で有害な環境は休息・遊び・余暇及びレ

クリエーションに関する同条約３１条１項の権利の実現を損なうものであり、気候変動の

影響はこの課題を一層悪化させると指摘している（同パラグラフ６０）。日本が締結した条

約の実施機関による権威的解釈として、若年者との関係では、当該利益の要保護性の承認が

条約上の権利の解釈の水準にまで及んでいることを示すものである。 
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第二に、これに対し日本は、憲法にも法律にも、環境権ないし環境への権利の明文規定を

持たず、裁判所も環境権を承認するに至っていない（最高裁昭和５６年１２月１６日大法廷

判決・民集３５巻１０号１３６９頁〔大阪空港訴訟〕も、環境権に基づく主張の当否には立

ち入らないまま、人格的利益の侵害を理由とする損害賠償を認めている）。すなわち、日本

は、国際的にみて、当該利益の保護のための明文の制度的経路を欠く少数の国の一つである。

この事実自体は、被告らも争わないところと思われる。 

第三に、以上の二点から導かれるべき帰結である。日本において明文の環境権規定及び環

境に対する権利規定が存在しないことは、日本法秩序が当該利益を保護しないことを意味

するものではない。むしろ、明文の経路を欠く制度の下では、当該利益の保護は、人格権及

び民法７０９条という一般条項の解釈を通じて実現されるほかなく、現にわが国の公害訴

訟の判例法理は、環境上の利益に関わる生命・身体・健康の侵害からの保護を、まさにこの

経路によって担ってきた。したがって、国際規範を考慮要素として民法７０９条の注意義務

の内容を具体化するという原告らの法的構成は、日本法秩序に異質な迂回路ではなく、明文

規定を持たない日本の制度設計の下で当該利益の保護が進むべき正規の経路にほかならな

い。被告神戸製鋼所が指摘する「国際法上の人権」の日本法上の位置づけの曖昧さ（同準備

書面(5)第５・３）は、日本の制度的特徴の記述としては理解できるが、それは保護の実現形

式に関する特徴であって、国際的にこれほど広く承認された利益の要保護性そのものを否

定する理由には転化し得ない。なお、日本の民事法学においても、熱中症による死亡の顕著

な増加をはじめとする健康被害の現実化とその可能性の増大を踏まえ、一種の人格権とし

て安定気候享受権のようなものを認めることは可能であるとし、気候変動問題を人権問題

として捉える諸外国の判決はこの考え方を支持するものであるとの見解が示されている

（大塚直「新たな環境リスク問題と民事法による対応――気候訴訟と環境デュー・ディリジ

ェンス」早稲田法学９９巻３号（２０２４年）１７７頁以下、１８７頁）。 

 

５ 時間的切迫性の法的意義と司法的救済の位置づけ 

被告神戸製鋼所は、ＣＯ₂の排出規制に関する判断は「高度に政治的な判断を要し、本来

的に裁判所の判断に馴染むものでない」とし、その解決は「国家レベルでの包括的かつ強制

力を持った規制」を待つほかないと主張する（同準備書面(5)第５・５）。この主張の当否は、

最終的には日本法上の司法権の範囲の問題であり、本意見書の射程を超える。しかし、国際

法及び諸外国の法の観察から、その主張の前提に関わる三点を指摘することができる。 

第一に、時間的切迫性の法的意義である。ＩＣＪ勧告的意見が「利用可能な最良の科学」

と認定したＩＰＣＣ第６次評価報告書の統合報告書は、「全ての人々にとって住みやすく持
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続可能な将来を確保するための機会の窓が急速に閉じている」こと（確信度が非常に高い）、

この１０年間に行う選択や実施する対策が現在から数千年先まで影響を持つこと（確信度

が高い）、及び、対応の遅れと温暖化の進行に伴い、実行可能な対応の選択肢の幅そのもの

が狭まっていくことを示している（同報告書政策決定者向け要約Ｃ．１及び図ＳＰＭ．６（下

記図２）。邦訳は、国立環境研究所ＡＩＭプロジェクトチーム「ＩＰＣＣ ＡＲ６統合報告

書 Ｓ Ｐ Ｍ 日 本 語 解 説 資 料 」 〔 https://www-

iam.nies.go.jp/aim/pdf/IPCC_AR6_SYR_SPM_231110.pdf〕による。）。この知見の法的含意は、

次の点にある。すなわち、救済の判断を将来の包括的立法に委ねて先送りすることは、中立

的な時間の経過ではなく、前述２で述べた影響の不可逆性と相まって、現時点であれば保護

され得たはずの利益の一部を確定的に失わせる実体的決定として機能する。「規制を待つほ

かない」との主張は、待つこと自体が有するこの法的コストを考慮に入れていない。児童の

権利委員会の一般的意見２６も、短期的な緩和措置においては、化石燃料の急速な段階的廃

止を遅らせることが累積排出量の増加をもたらし、それにより児童の権利に対するより大

きな予見可能な損害をもたらすという事実が考慮に入れられるべきであるとしており

（CRC/C/GC/26、パラグラフ９８(d)）、遅延それ自体が損害の規模を規定するという同じ構

造を、条約実施機関の側からも確認している。 

 

図２ ＩＰＣＣ第６次評価報告書統合報告書・政策決定者向け要約 図ＳＰＭ．６（出典：

IPCC, Climate Change 2023: Synthesis Report, Summary for Policymakers, Figure SPM.6） 

https://www-
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第二に、手続的経路の制度的制約である。環境情報へのアクセス、意思決定への参加、及

び司法へのアクセスという手続的保障は、諸国の環境権をめぐる議論の中で発展し、リオ宣

言第１０原則がこれを環境保護における三本の手続的柱として定式化し、欧州等について

はオーフス条約、中南米・カリブ地域についてはエスカス協定として条約化されるに至った

ものである。児童については、前述の一般的意見２６が、環境及び気候変動に関する意思決

定への子どもの参加を確保し、その意見が考慮された経過を子どもに説明すべきことを、児

童の権利に関する条約１２条（意見を聴かれる権利）の要請として具体化してもいる

（CRC/C/GC/26、パラグラフ２６ないし２８、特に２７）。他方、日本は、オーフス条約・

エスカス協定のいずれの締約国でもない。日本においては、参加の側面では、環境影響評価

法に基づく意見提出の機会は規模要件を満たす限られた対象事業についてのみ開かれ、行

政手続法上の意見公募手続も命令等の案を対象とするにとどまるなど、環境に関する個別

の意思決定への参加を一般的に保障する制度は存在せず、司法アクセスの側面でも、環境団

体訴訟のような制度を持たない。前述４のとおり、明文の環境権規定も有しない。すなわち、

諸国で環境権をめぐる議論とともに発展してきた手続的保障は、日本の国内法に対応する

制度的な受け皿を持たない。かかる制度的条件の下では、三本の柱のうち現に機能し得る経

路は司法へのアクセスに集中せざるを得ない。したがって、本件のような請求の司法判断適

合性を否定することは、複数の経路のうちの一つを閉ざすことではなく、実質的に残された

経路を閉ざすことを意味する。この帰結の重大性は、司法判断適合性の判断において考慮さ

れてよい事情である。 

第三に、国内外の裁判例において、気候変動に関する請求の司法判断適合性は、政策形成

の問題としてではなく、権利保護の問題として肯定されてきた。Urgenda 事件オランダ最高

裁判決は、三権分立を理由に司法判断を差し控えるべきであるとの主張を退け、権利の保護

は民主的法治国家における裁判所の本来的な任務であるとした。KlimaSeniorinnen 判決も、

法の枠内における司法的介入が民主的過程を代替するものではなく、これを補完するもの

であることを述べている（同判決パラグラフ４１１ないし４１３）。ボネール島気候訴訟判

決（前述第２・３）は、対策の手段選択に関する政府の裁量を尊重しつつ、期限を区切った

目標の法定及び計画の策定を命じるという形で、政策形成と権利救済の役割分担を具体化

した。そして、ＩＣＪ勧告的意見それ自体が、気候変動に関する国家の行為は法的義務の問

題であって単なる政策的裁量の問題ではないことを、国際社会の要請に応えて司法機関が

判断した実例にほかならない。 

以上の三点は、日本の裁判所の審判権の範囲を国際法が直接に規律するという趣旨では

ない。しかし、ＩＰＣＣ第６次評価報告書統合報告書が示す時間的切迫性、日本における手

続的経路の制度的制約、及び権利保護としての司法判断適合性を肯定する国内外の裁判実
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行は、「包括的規制を待つほかない」との被告らの主張の当否を判断するに際して、考慮さ

れるべき事情を構成する。 

 

第５ erga omnes（対世的）義務の意義 
被告らは、erga omnes 概念が国家間の責任追及資格に関するものであり、私人が義務主体

となることを意味しない旨主張する（被告神戸製鋼所準備書面(5)第４・３、被告ＪＥＲＡ準

備書面(4)第２・２(2)）。 

国際法学の見地から正確を期せば、次のとおりである。第一に、erga omnes とは、バルセ

ロナ・トラクション事件判決（１９７０年）以来、義務の履行につき国際社会のすべての国

家が法的利益を有し、直接の被害国でなくとも責任を追及し得る資格（standing）を認めら

れる義務の類型を指す概念であり、その直接の法的効果が国家間の対世的な義務・責任関係

に関わるものであることは、被告らの指摘するとおりである。ＩＣＪ勧告的意見パラグラフ

４４１ないし４４３も、この文脈で述べられている。この限度で、原告ら第８準備書面にお

ける「すべての人（erga omnes）の義務」との訳出が正確性を欠くとの被告神戸製鋼所の指

摘には、国際法上の概念の説明としては首肯し得る部分がある。 

しかし第二に、ＩＣＪが気候系及び環境の保護に関する義務に erga omnes の性質を認め

たことの実質的意義は、単に誰が国際的な訴訟を提起できるかという問題にとどまらない。

ＩＣＪがある義務を erga omnes と性格づけるのは、当該義務が保護する利益が、個別国家

の利益を超えた国際社会全体の基本的利益であり、その規範としての重要性が国際法秩序

において最高度に位置づけられる場合である（バルセロナ・トラクション事件判決が例示し

たのは、侵略の禁止、ジェノサイドの禁止、奴隷制・人種差別からの保護であった）。気候

系保護義務がこの系譜に位置づけられたことは、当該義務の背後にある被保護利益――現

在及び将来の世代の生命・健康・生活基盤――の要保護性が国際法上最高度のものと確認さ

れたことを意味する。 

したがって、erga omnes の性質の確認は、被告ら私企業を国際法上の義務主体とするもの

ではないが（この点は原告らの構成の正確な理解〔前述第４・１〕からすれば、そもそも必

要でもない）、国内裁判所が民法７０９条における被侵害利益の要保護性及び注意義務の程

度を衡量するに当たり、当該利益の規範的重みを示す要素として考慮されるべき事実であ

る。 
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第６ ＩＣＪ勧告的意見における私人の行為の位置づけ（パラグラフ４２７・

４２８） 
被告らは、ＩＣＪ勧告的意見が「国家の義務」のみを扱い、私企業の行為とは無関係であ

るかのように主張する。しかし、同意見の内容を正確に見れば、私人（企業）の排出行為こ

そが同意見の規律対象の中核に位置づけられていることが明らかである。 

第一に、同意見パラグラフ４２７は、国家が気候系を温室効果ガス排出から保護するため

の適切な行動をとらないこと――「化石燃料の生産、化石燃料の消費、化石燃料探査許可の

付与又は化石燃料補助金の交付を通じたものを含む」――が、当該国家に帰属する国際違法

行為を構成し得ることを明示した。ここに列挙された活動（化石燃料の生産・消費）は、ま

さに被告らのような大規模発電事業者の事業活動そのものである。 

第二に、同意見パラグラフ４２８は、温室効果ガスの排出それ自体が私的主体によって行

われる場合であっても、国家は、管轄下の私的主体による排出量を制限するために必要な規

制的・立法的措置をとる義務を負い、その懈怠につき国家責任を問われ得ることを確認した。

すなわち、国際法は、私人の排出行為を「法の空白地帯」に置いているのではなく、国家の

規制義務という形式を通じて、私人の排出行為に対する規範的統制を明確に要求している

のである。 

この構造から導かれる本件訴訟への含意は、次のとおりである。国際法が国家に対し、厳

格な注意義務の水準をもって私的主体の排出の規制を要求している以上、当該私的主体（と

りわけ国内排出量の相当部分を占める大規模排出事業者）が、規制の名宛人として国際法上

想定される削減水準・削減経路を認識可能な立場にあることは明らかである。かかる規範的

環境は、民法７０９条における予見可能性及び結果回避義務の内容を確定する際の前提事

実として、当然に考慮されるべきものである。国の立法が未整備であることは、被告神戸製

鋼所が指摘するとおり事実であるが（同準備書面(5)第３・２）、規制の欠缺が私法上の注意

義務までも消滅させると解すべき理由はなく、むしろ公害訴訟の歴史が示すとおり、行政的

規制の不備を私法上の救済が補完してきたのが日本法の実行である。この点に関連して、規

制の欠缺の内実を確認しておく。現行法上、法律で定められた温室効果ガスの排出削減目標

は、地球温暖化対策推進法２条の２が基本理念として掲げる２０５０年までの脱炭素社会

の実現（いわゆる長期目標）にとどまり、本件請求に関わる２０３０年度及び２０３５年度

の中期目標は、法律上の位置づけを持たず、閣議決定される地球温暖化対策計画等において

定められているにすぎない。また、排出量取引制度（ＧＸ−ＥＴＳ）も、対象事業者全体に

付与される排出枠の総量を管理する仕組みとはなっていない（かかる現行法の状況が立法

上の課題を含むことは、国内環境法学においても指摘されている。島村健「脱炭素・エネル

ギー政策における法的思考の意義・課題」環境法政策学会２０２６年度学術大会報告要旨参
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照）。他方、国内裁判所及び国際裁判所の判断において、中期の削減目標ないし削減経路を

法律で定めることが、法的に要求される事項として扱われる例が現れている。前述のノイバ

ウアー決定を受けてドイツの気候保護法は直ちに改正されて中期目標が強化され、韓国憲

法裁判所２０２４年８月２９日決定は、２０３１年以降の削減目標の定量的水準を法定し

ていないことを憲法不合致と判断し（前述第４・２）、KlimaSeniorinnen 判決は中間目標の

欠缺を欧州人権条約８条違反の一要素とし（同）、ボネール島気候訴訟判決は排出削減目標

の法律への組み込みを命じた（前述第２・３）。これらの裁判例において、規制の欠缺は、

私人の保護に関わる義務を否定する理由とはされておらず、立法による是正の対象と位置

づけられている。シェル事件控訴審判決も、気候問題に重大な寄与をなし、かつ、その対策

に寄与し得る力を有する企業は、その義務が事業を行う国の公法上の規制に明示的に定め

られていない場合であっても、危険な気候変動に対抗するためにＣＯ₂排出を制限する義務

を負うと判示している（同判決パラグラフ７．２７）。なお、この理は規制が存在する場合

についても同様である。同判決は、ＥＵ排出量取引制度や企業持続可能性デュー・ディリジ

ェンス指令等の既存の気候変動法制は網羅的なものではなく、既存の法制から生じる義務

はそれ自体として、個々の企業が社会的注意基準に基づき自らのＣＯ₂排出を削減する注意

義務を負うことを妨げるものではないとし（同パラグラフ７．５３及び７．５７）、既存の

法制は当該注意義務の内容の判断において考慮されるべき事情になるとしている（同パラ

グラフ７．５４。楢崎みどり「気候変動訴訟と『ビジネスと人権』」国際法外交雑誌１２４

巻１号（２０２５年）４９頁以下、５１頁注１６参照）。規制の存否は、私法上の注意義務

が存在するか否かを左右する事情ではないのである。 

 

第７ 企業の行為準則としての国連ビジネスと人権指導原則等 
被告らは、国連ビジネスと人権指導原則（ＵＮＧＰ）が企業を法的に拘束しないことを理

由に、その考慮を排除する。ＵＮＧＰがそれ自体として法的拘束力を有しないことは正しい。

しかし、ここでも「拘束力の不存在」と「法的無意味性」の混同がある。 

ＵＮＧＰは、２０１１年に国連人権理事会が全会一致で承認した、企業の人権尊重責任に

関する世界標準の行為準則であり、日本国政府自身が「ビジネスと人権に関する行動計画

（ＮＡＰ）」（２０２０年）を策定してその国内実施を推進し、経済産業省「責任あるサプ

ライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」（２０２２年）もこれを基礎とし

ている。すなわち、ＵＮＧＰの内容は、日本政府の公式政策及び行政実務を通じて、日本企

業に対して現に適用されることが期待される行為水準として国内において受け入れられて

いる。かかる規範は、外国法ではなく、日本社会において企業に要求される行為準則の一部
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を構成しており、不法行為法上の注意義務の内容を社会通念に照らして確定する際の考慮

要素となることに、法理論上の障害はない。前述のシェル事件の第一審・控訴審が、まさに

ＵＮＧＰを不文の注意義務の内容の具体化に用いたことは、この手法が国外の裁判実行に

おいても採用されていることを示すものである。 

かかる受け入れの状況は学術的にも確認されている。礪波亜希「『ビジネスと人権』にみ

るグローバル環境ガバナンスの再構築」環境経済・政策研究１９巻１号（２０２６年）５９

頁以下は、指導原則を「厳密な法的拘束力はないが何らかの拘束力を持つ」ソフトローと位

置づけ、策定過程への企業を含む多様な主体の参加がその正当性を基礎づけていること、２

０２５年１１月時点で日本を含む３５か国がＮＡＰを策定していること、及び日本企業に

おいては人権方針の策定（原則１６）、人権デュー・デリジェンスの実践（原則１７〜２１）

等が既に一般的な取組みとなっていることを指摘する。また同論考は、人権デュー・デリジ

ェンスの一環として気候変動対策に関する「気候デュー・デリジェンス」の実施が企業に求

められるとの近時の学説の展開（Macchi, 2021）を紹介しており、指導原則上の企業の人権

尊重責任が気候変動に及ぶとの理解が学術上定着しつつあることを示している。また、日本

の不法行為法学においても、ＩＰＣＣにより気候変動の人為的原因が「疑いを容れない」と

され、残されたカーボンバジェットが限られていることを前提に、パリ協定及び指導原則を

不法行為法の注意義務の解釈に取り込むことにより、大量の温室効果ガスを排出する被告

については過失が認められやすくなっているとの指摘がなされている（大塚直「新たな環境

リスク問題と民事法による対応――気候訴訟と環境デュー・ディリジェンス」早稲田法学９

９巻３号（２０２４年）１７７頁以下、１８８〜１８９頁）。かかる指摘は、拘束力ある規

範であるか否かにかかわらず規範の内容が注意義務の解釈において考慮され得るという前

述の内容と、方向を同じくするものである。 

なお、ＩＣＪ勧告的意見が「現在の基準は拘束力のある規範だけでなく拘束力のない規範

からも生じうる」と述べた箇所（パラグラフ２８７）が国家の義務に関する文脈にあること

は、被告神戸製鋼所の指摘（同準備書面(5)第４・２）のとおりである。しかし、この箇所の

趣旨は、注意義務（due diligence）という規範構造においては、要求される行為水準の内容

が、法的拘束力ある規範と法的拘束力なき規範（気候変動関連条約の締約国会議の決定、推

奨される技術的規範・実行等）の双方を参照して確定されるという、注意義務論一般に妥当

する構造を確認した点にある。この構造は、国家の注意義務についてのみ妥当し私人の注意

義務については妥当しない、という性質のものではない。むしろ民法７０９条の注意義務こ

そ、判例上、法令のみならず各種基準・指針・知見を参照して内容が確定されてきた典型例

である。 
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第８ 被告ＪＥＲＡによる解説記事（甲Ａ３１）の引用について 
被告ＪＥＲＡは、作成者が一般読者向けに執筆した解説記事（甲Ａ３１）において勧告的

意見に「法的拘束力はありません」と記述していることを、ＩＣＪ勧告的意見が「いかなる

主体のいかなる法的義務を発生させる根拠にもなり得ない」ことの論拠として引用する（同

準備書面(4)第２・２(1)）。 

当該記事の執筆者として、その趣旨を明確にしておく。同記事における「法的拘束力はあ

りません」との記述は、本意見書第２で述べた意味、すなわち勧告的意見という判断形式が

判決と異なり名宛人に履行を強制する法的拘束力を持たない、という国際法上正確な内容

を一般読者向けに平易に述べたものである。同記事は、その表題（「法の支配に基づく新た

な気候変動対策時代の幕開け」）が示すとおり、勧告的意見を「ＩＣＪの権威ある法的見解」

と位置づけた上、気候変動訴訟への影響として、１．５℃目標が法的に重要な水準とされ、

各国の削減目標が同目標の達成への十分な貢献を可能にするものでなければならないとい

う質的要件が課されたことにより、「原告の主張は容易になりますし、裁判所の判断基準も

明確になります」と明記し、さらに、日本への影響は大きいとして、化石燃料の生産・消費

等が国家の義務違反に該当する行為として明示的に言及されたこと、及び、清潔で健康的で

持続可能な環境への権利が基本的人権の実効的享受の不可欠の前提であるとの権威ある解

釈が日本の裁判所にとって大きな意味を持つことを、明示的に論じている。「法的拘束力が

ないから法的に無意味である」という趣旨を含むものでは全くない。被告ＪＥＲＡの引用は、

記述の一部を文脈から切り離し、執筆者の見解と正反対の結論の根拠として用いるもので

あって、当該記事の正確な理解に基づくものとはいえない。現に、当該解説は、査読付論考

（礪波亜希「『ビジネスと人権』にみるグローバル環境ガバナンスの再構築」環境経済・政

策研究１９巻１号（２０２６年）６１頁）において、ＩＣＪ勧告的意見が気候系等を保護す

る国家の義務の法源として気候関連条約のみならず慣習国際法及び国際人権法を含むこと

を確認し、気候変動対策の懈怠が国際法上の違法行為となり得ることを示した判断である

旨を紹介する典拠として引用されており、勧告的意見の法的意義を積極的に示す文献とし

て受け止められている。 

 

第９ 神戸地裁令和５年判決・大阪高裁令和７年判決の援用について 
被告ＪＥＲＡは、神戸地裁令和５年判決及び大阪高裁令和７年判決の判示が本件にも妥

当すると主張する（同準備書面(4)第３・１(2)）。個別事案における日本法上の当てはめの

当否は本意見書の射程を超えるが、国際法の見地から、次の一点を指摘する。 

神戸地裁判決は２０２３年（令和５年）３月２０日に、大阪高裁判決は２０２５年（令和
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７年）４月２４日にそれぞれ言い渡されたものであり、ＩＣＪ勧告的意見（２０２５年７月

２３日公表）及び米州人権裁判所勧告的意見（同年７月３日公表）は、いずれも両判決の言

渡し後に公表された。ＩＴＬＯＳ勧告的意見（２０２４年５月２１日）のみが大阪高裁判決

に先立って公表されているが、三つの国際裁判所の判断の集積と国連総会決議による承認

という法状況は、両判決の後に初めて成立したものである。すなわち、ＩＴＬＯＳ勧告的意

見は、国連海洋法条約１９４条１項の下で要求される相当の注意の水準が、海洋環境に対す

る深刻かつ不可逆的な損害の高いリスクに照らして厳格（stringent）なものであることを述

べ（同意見パラグラフ２４１。主文パラグラフ４４１(3)(c)も同旨）、とるべき必要な措置

の内容は利用可能な最良の科学と、１．５℃目標を含む気候変動関連条約上の規則・基準を

考慮して客観的に決定されるべきものとした（同意見パラグラフ２４３及び主文パラグラ

フ４４１(3)(b)）。また、米州人権裁判所勧告的意見は、気候非常事態への対応につき強化

された相当の注意の基準を示している（同意見パラグラフ２２５ないし２３７参照）。した

がって両判決は、国家の防止義務・注意義務の水準、１．５℃目標の法的地位、及び排出行

為と気候損害の法的因果構造に関する三つの国際裁判所の軌を一にする権威的判断を考慮

する機会を持たなかった。国際法及びこれに関連する科学的・規範的知見の状況が判決後に

実質的に変化した場合に、先行判決の射程をそのまま及ぼすことが相当かどうかは、慎重な

検討を要する。とりわけＩＣＪ勧告的意見は、個々の排出行為と気候損害の関係について、

排出源が多数かつ累積的であることが法的責任の判断を妨げるものではないことを、国家

責任の文脈においてではあるが明確に述べており（パラグラフ４２９）、「個々の排出源の

寄与は被害と直接的な関係がない」との論理構造に対する国際法上の評価は、両判決当時と

は異なる段階にある。 

加えて、日本の裁判所自身が、この利益の承認可能性を将来の情勢変化に開かれたものと

して扱ってきたことも指摘できる。本件被告神戸製鋼所の発電所をめぐる環境影響評価書

確定通知取消訴訟の控訴審判決（大阪高裁令和４年４月２６日判決。最高裁令和５年３月９

日決定による上告棄却・上告不受理により確定）は、ＣＯ２排出に係る被害を受けない利益

に関する原告適格を否定するに際し、「今後の内外の社会情勢の変化によって、ＣＯ２排出

に係る被害を受けない利益の内実が定まってゆき、個人的利益として承認される可能性を

否定するものではない」と明示的に付言している。三つの国際裁判所の勧告的意見の集積、

国連総会決議による承認（前述第２・４）、及び諸外国の裁判実行の展開（前述第４・３）

は、ここでいう内外の社会情勢の変化に関わる事情を構成し得るものである。 
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第１０ 結論 
以上のとおり、被告らの準備書面における国際法上の主張は、①「法的拘束力の不存在」

と「法的意義の不存在」の混同（ＩＣＪ勧告的意見につき前述第２、国連ビジネスと人権指

導原則につき前述第７）、②慣習国際法が日本法秩序の一部であることの看過、③原告らの

間接適用構成に対する「直接適用」批判という争点の取り違え、④erga omnes 概念の実質的

意義の過小評価、及び⑤ＩＣＪ勧告的意見パラグラフ４２７・４２８が私人の排出行為を規

律対象の中核に置いていることの看過、という点において、国際法学の確立した理解と整合

しない。加えて、「国際法上の人権」の日本法上の位置づけの曖昧さに関する被告らの指摘

は、明文の環境権規定を持たない日本の制度的特徴の記述であって、国際的に広く承認され

た利益の要保護性を否定する理由には転化し得ず（前述第４・４）、司法判断適合性を否定

する被告らの主張は、ＩＰＣＣ第６次評価報告書統合報告書が示す時間的切迫性、及び日本

における手続的経路の制度的制約という、その当否の判断において考慮されるべき事情を

考慮に入れていない（前述第４・５）。また、被告らが援用する神戸地裁令和５年判決及び

大阪高裁令和７年判決の射程を本件に及ぼし得るか否かは、その後の法状況の変化――三

つの国際裁判所の勧告的意見の集積及び国連総会決議による承認――を踏まえて判断され

るべき問題である（前述第９）。 

ＩＣＪ勧告的意見をはじめとする三つの国際裁判所の軌を一にする判断は、日本の裁判

所を法的に拘束するものではない。しかし、それらが確認した規範の内容――利用可能な最

良の科学に基づく予見可能性、１．５℃という主たる気温目標の法的地位、厳格な注意義務

の水準、化石燃料関連活動の規律対象性、影響の不可逆性及び世代間衡平を含む時間的考慮、

並びに被保護利益の最高度の規範的重み――は、民法７０９条に基づく注意義務の内容及

び違法性を判断する日本の裁判所にとって、考慮することが法的に正当であり、かつ、考慮

しないことの説明がむしろ困難な、権威的参照基準を構成するものである。現に、ボネール

島気候訴訟判決（前述第２・３）にみられるとおり、これらの判断を国内裁判所における法

的基準の確定のために参照する実行は、既に始まっている。 

 

以上 
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